
平成２９年和光市議会１２月定例会

提出議案の概要

和光市



諮問第 ２ 号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて

担 当 総務人権課

【目的】

人権擁護委員富澤隆司氏の任期が平成３０年３月３１日をもって満了となるため、

引き続き同氏を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６

条第３項の規定により、議会の意見を求めるものです。

諮問第 ３ 号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて

担 当 総務人権課

【目的】

人権擁護委員田中朋子氏の任期が平成３０年３月３１日をもって満了となるため、

引き続き同氏を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６

条第３項の規定により、議会の意見を求めるものです。

議案第７１号 和光市監査委員の選任について

担 当 職員課

【目的】

和光市監査委員の柴崎光子氏が、平成２９年１１月３０日をもって退職するため、

新たに、山田史明氏を和光市監査委員に選任することについて、地方自治法(昭和２２

年法律第６７号）第１９６条第１項の規定により、議会の同意を求めるものです。
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平成２９年度補正予算(専決処分）の概要

議案第７２号 専決処分の承認を求めることについて

（平成２９年度埼玉県和光市一般会計補正予算(専決第１号)）

議案第７３号 専決処分の承認を求めることについて

（平成２９年度埼玉県和光市和光都市計画事業和光市駅北口土地

区画整理事業特別会計補正予算(専決第１号)）
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１　歳入

（単位：千円）

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

16

衆議院議員総選挙
及び最高裁判所裁
判官国民審査委託
費交付金

0 29,344 29,344
選挙管理委員会
事 務 局

19
財政調整基金繰入
金

271,882 7,236 279,118 財 政 課

２　歳出

（単位：千円）

款 事　業　名　称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2
衆議院議員総選挙
及び最高裁判所裁
判官国民審査

0 36,440 36,440
選挙管理委員会
事 務 局

8
駅北口土地区画整
理事業特別会計繰
出金

421,257 △ 4,791 416,466 都 市 整 備 課

8
駅北口地区高度利
用化推進

0 4,931 4,931
駅北口地区高度
利 用 化 推 進 室

平成2９年度埼玉県和光市一般会計補正予算（専決第１号）

（　市長査定資料　）

予 算 現 額 25,378,333千円

補 正 額 36,580千円

補正後予算額 25,414,913千円

説 明

衆議院議員総選挙及び最高裁
判所裁判官国民審査執行経費
に係る交付金を、追加計上する
もの。

財政調整基金現在高（補正後）
1,057,901千円

説 明

衆議院解散に伴う選挙執行経
費について、追加計上するも
の。

事業費の減額に伴い、繰出金
を減額補正するもの。

駅北口地区高度利用化推進室
の設置に伴い、駅北口土地区
画整理事業特別会計から予算
の組替え及び必要経費につい
て、追加計上するもの。

議案第７２号
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３　債務負担行為

（追加）

事 項 期 間 限 度 額

和光市駅北口地区高度利用
化調査業務委託

平成２９年度から
平成３０年度まで

高度利用化調査業務委託料及び消
費税の合計額
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１　歳入

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2 一般会計繰入金 421,257 △ 4,791 416,466
駅北口土地区画
整理事業事務所

２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2
駅北口土地区画整
理推進（駅北）

1,071,333 △ 4,791 1,066,542
駅北口土地区画
整理事業事務所

平成２９年度埼玉県和光市和光都市計画事業
和光市駅北口土地区画整理事業特別会計補正予算（専決第１号）

（　市長査定資料　）
予 算 現 額 1,157,084千円

補 正 額 △ 4,791千円

補正後予算額 1,152,293千円

（単位：千円）

説 明

歳出の減額に伴い、一般会計
繰入金を減額補正するもの。

（単位：千円）

説 明

一般会計の駅北口地区高度利
用化推進事業へ予算の組替え
を行うため、減額補正するもの。

議案第７３号
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３　債務負担行為

（廃止）

事 項 期 間 限 度 額

和光市駅北口地区高度利用
化調査業務委託

平成２９年度から
平成３０年度まで

高度利用化調査業務委託料及び消
費税の合計額

6



積  立  額 取　崩　額

財 政 調 整 基 金 1,065,137 7,236 1,057,901

市 債 管 理 基 金 0 0

学 校 教 育 施 設 整 備 基 金 105,494 105,494

公 共 用 地 取 得 事 業 基 金 268,714 268,714

公 共 施 設 整 備 基 金 148,275 148,275

都 市 基 盤 整 備 基 金 205,859 205,859

学 校 建 設 基 金 0 0

ま ち づ く り 基 金 35,869 35,869

小 計 1,829,348 0 7,236 1,822,112

国民健康保険高額療養費資金貸付基金 5,000 5,000

国民健康保険保険給付費等支払基金 475,107 475,107

国 民 健 康 保 険 出 産 費 資 金 貸 付 基 金 5,000 5,000

介 護 保 険 介 護 給 付 費 準 備 基 金 122,175 122,175

介 護 保 険 高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 等
一 部 負 担 金 に 係 る 資 金 貸 付 基 金

5,000 5,000

小 計 612,282 0 0 612,282

2,441,630 0 7,236 2,434,394

（参考資料）　各基金の現在高表

（単位：千円）
積立及び取崩の状況

合 計

会計
区分

基　　　金　　　名
補  正  前
現  在  高

補  正  後
現  在  高

特
別
会
計

一
般
会
計
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議案第７４号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を定めることにつ

いて

担 当 職員課

【目的】

地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）の改正に伴い、

国家公務員に準じて、職員の育児休業に関する規定の改正を行い、仕事と育児の両立

支援を図るものです。

【内容】

１ 改正内容

非常勤職員の育児休業期間を、最長子が１歳６箇月に達するまでから、最長子が

２歳に達するまでに延長します。

２ 施行期日

公布の日から施行します。
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議案第７５号 和光市職員の退職管理に関する条例を定めることについて

担 当 職員課

【目的】

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３８条の２の規定による再就職者の

依頼等の規制を円滑に実施するため、同法第３８条の６第２項の規定に基づいて、再

就職情報の届出制度を設け、職員の退職管理の適正化を図るものです。

【内容】

１ 制定内容

管理監督職員が、離職後２年以内のうちに再就職した場合、任命権者に再就職に

関する情報を届け出なければならないとする制度を設けます。

２ 施行期日

平成３０年４月１日から施行します。
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議案第７６号 和光市都市計画税条例の一部を改正する条例を定めることについて

担 当 課税課

【目的】

都市計画税の税率を改正するものです。平成８年度から税率を「１００分の０．３

」から「１００分の０．２」に引き下げた税率を採用しているところですが、ここ十

数年における都市計画実施事業の財政需要が高まっており、その財源には、都市計画

税を充当しているものの、不足する部分は一般財源のほか、市債の発行や基金繰入で

賄っています。また、社会保障関係経費に充てる一般財源については、今後も増加傾

向が続くものと予測されることから、都市計画事業の財源として、これまでの水準で

一般財源を充当していくことがたいへん難しい状況となっています。

このことから、現状における財政状況を勘案し、現行の住民サービス水準を維持し

つつ、本市の将来を見据えた都市計画事業を着実に推進していくために、地方税法第

７０２条の４に規定されている制限税率「１００分の０．３」の範囲内において、現

行税率「１００分の０．２」を段階的に平成３０年度から平成３２年度までの各年度

分の税率を「１００分の０．２５」とし、平成３３年度以後の年度分から税率を「１

００分の０．３」に戻すための改正を行うものです。

【内容】

１ 改正の要点

都市計画税率の改正

〔条例第３条及び附則第６項関係〕

ア 適用年度

〔附則第６項関係〕

(ｱ) 税率「１００分の０．２５」

平成３０年度から平成３２年度までの各年度分に適用

(ｲ) 税率「１００分の０．３」

平成３３年度以後の年度分から適用

イ 施行期日

平成３０年４月１日から施行します。

その他〔附則関係〕

法改正に併せて、所要の規定を整備（項ずれ及び文言の修正等）します。

都市計画税率

平成３０年度～平成３２年度 平成３３年度以後

現 行 改 正（案） 現 行 改 正（案）

０．２％ ０．２５％ ０．２％ ０．３％
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議案第７７号 和光市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部を改正する

条例を定めることについて

担 当 ネウボラ課

【目的】

所得税法等の一部を改正する等の法律（平成２９年法律第４号）の施行に伴い、和

光市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例（平成４年条例第２０号）につい

て、所要の改正を行うものです。

【内容】

１ 改正の要点

所得税法の一部改正により、現行の「控除対象配偶者」が「同一生計配偶者」に

変更となることから、条文中の文言を改めます。

２ 施行期日

平成３０年１月１日から施行します。
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平成２９年度補正予算の概要

議案第７８号 平成２９年度埼玉県和光市一般会計補正予算(第３号)

議案第７９号 平成２９年度埼玉県和光市国民健康保険特別会計補正予算

(第２号）

議案第８０号 平成２９年度埼玉県和光市後期高齢者医療特別会計補正予算

(第２号）

議案第８１号 平成２９年度埼玉県和光市介護保険特別会計補正予算

(第２号）

議案第８２号 平成２９年度埼玉県和光市和光都市計画事業

和光市駅北口土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）

（参考資料） 各基金の現在高表・各会計の起債合計額及び地方債元金償還額
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１　歳入

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

9
国有提供施設等所
在市町村助成交付
金

33,000 2,186 35,186 財 政 課

9
施設等所在市町村
調整交付金

400 95 495 財 政 課

13
老人ホーム措置費負
担金

829 △ 598 231 長 寿 あ ん し ん 課

15
障害者自立支援給
付費負担金

312,000 23,900 335,900 社 会 援 護 課

15
障害児入所給付費
及び入所医療費等
負担金

118,760 23,500 142,260 社 会 援 護 課

15 生活保護費負担金 1,143,150 14,595 1,157,745 社 会 援 護 課

15
地域生活支援事業
補助金

33,169 1,089 34,258 社 会 援 護 課

15
障害者総合支援事
業費補助金

0 3,900 3,900 社 会 援 護 課

平成２９年度埼玉県和光市一般会計補正予算（第３号）

（　市長査定資料　）

予 算 現 額 25,414,913千円

補 正 額 255,166千円

補正後予算額 25,670,079千円

（単位：千円）

説 明

交付金額が決定したため、増額
補正するもの。

交付金額が決定したため、増額
補正するもの。

老人ホーム入所措置事業の補
正に伴い、減額補正するもの。

障害者数の増加等により介護
給付・訓練等給付のサービスが
増加したため、増額補正するも
の。（負担率：1/2）

障害者数の増加等により児童
通所サービスが増加したため、
増額補正するもの。（負担率：
1/2）

歳出における住宅扶助費増額
補正に伴い、歳入も合せて増額
補正するもの。（補助率:3/4）

障害者数の増加等により移動
支援事業及び権利擁護事業の
サービスが増加したため、増額
補正するもの。（負担率：1/2）

平成30年度に行われる障害福
祉サービス等の報酬改定によ
り、システムの改修が必要なた
め、追加計上するもの。（負担
率：1/2）

議案第７８号
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款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

（単位：千円）

説 明

15
社会資本整備総合
交付金（道路安全
課）

44,176 12,925 57,101 道 路 安 全 課

15
コミュニティ・スクール
導入等促進事業補
助金

0 80 80 学 校 教 育 課

16
障害者自立支援給
付費負担金

156,875 11,950 168,825 社 会 援 護 課

16
障害児入所給付費
及び入所医療費等
負担金

59,380 11,750 71,130 社 会 援 護 課

16
後期高齢者医療保
険基盤安定負担金

61,546 △ 266 61,280 健康保険医療課

16
地域生活支援事業
補助金

16,584 545 17,129 社 会 援 護 課

16
権利擁護人材育成
事業補助金

0 990 990 社 会 援 護 課

16
骨髄移植ドナー助成
事業費補助金

140 210 350 健康保険医療課

16
コミュニティ・スクール
導入等促進事業補
助金

0 80 80 学 校 教 育 課

19
財政調整基金繰入
金

279,118 26,235 305,353 財 政 課

22 芝宮橋整備事業債 18,200 9,500 27,700 財 政 課

22
都市計画道路予定
地先行取得債

0 25,000 25,000 財 政 課

芝宮橋架替工事において、追
加要望していた補助金を受ける
ことが可能となったため、増額
補正するもの。

コミュニティ・スクール導入等促
進事業補助金の内定により、追
加計上するもの。（負担率：1/3）

障害者数の増加等により介護
給付・訓練等給付のサービスが
増加したため、増額補正するも
の。（負担率：1/4）

障害者数の増加等により児童
通所サービスが増加したため、
増額補正するもの。（負担率：
1/4）

県より支出される保険基盤安定
事業負担金の金額が確定した
ため、減額補正するもの。

障害者数の増加等により移動
支援事業及び権利擁護事業の
サービスが増加したため、増額
補正するもの。（負担率：1/4）

市民後見人養成講座について
県補助金が交付されるため、追
加計上するもの。（負担率：
10/10）

歳出の骨髄移植ドナー助成費
補助金の補正に伴い、県費補
助金を増額補正するもの。

コミュニティ・スクール導入等促
進事業補助金の内定により、追
加計上するもの。（負担率：1/3）

財政調整基金現在高（補正後）
1,031,666千円

社会資本整備総合交付金の追
加交付に伴い、増額補正するも
の。

都市計画道路予定地先行取得
事業の財源として、追加計上す
るもの。
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款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

（単位：千円）

説 明

22
中央公民館空調機
器更新事業債

0 16,700 16,700 財 政 課

22
みなみ保育園空調機
器更新事業債

0 70,800 70,800 財 政 課

中央公民館空調機器更新工事
の財源として、追加計上するも
の。

みなみ保育園空調機器更新工
事の財源として追加計上するも
の。
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２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

職員人件費
※1議会費から10教
育費までにある同名
称事業の合算

3,383,553 △ 62,387 3,321,166 職 員 課

1 政務活動費 4,320 △ 360 3,960 議 会 事 務 局

2 総務業務 87,652 △ 3,224 84,428 総 務 人 権 課

2 文書管理 1,480 3,100 4,580 情 報 推 進 課

2
住民情報電算システ
ム

100,852 3,888 104,740 情 報 推 進 課

2 庁舎施設整備 99,813 △ 3,134 96,679 総 務 人 権 課

2
市民文化センター施
設整備

0 2,109 2,109 総 務 人 権 課

2 収納業務 56,395 7,000 63,395 収 納 課

2 和光市長選挙 34,581 △ 8,665 25,916
選挙管理委員会
事 務 局

（単位：千円）

説 明

住民基本台帳及びそれに連動
するマイナンバーカード等へ旧
姓併記等に対応するための既
存住基システム改修に係る経費
を増額補正するもの。

庁舎議場吊天井耐震調査・補
強設計業務委託料の入札によ
る差金を減額補正するもの。

市民文化センター大ホールの
搬入口扉が施錠しても隙間があ
る状態であり、施錠部分に大き
な負担がかかっていることから、
破損の可能性が非常に高い。
破損した場合は、公演が中止に
なるなど多大な損害が生じる
他、セキュリティー面でも無防備
な状態となることから交換工事
を要するため、追加計上するも
の。

市税過誤納還付金が、当初予
定より増加することが見込まれる
ため、増額補正するもの。

選挙の執行が終了したため、残
額を減額補正するもの。

職員異動に伴う予算の組替え
等により、減額補正するもの。ま
た、職員の中途退職や業務量
の増加等に伴い臨時職員を配
置するため、臨時職員賃金を増
額補正するもの。
また、職員課、健康保険医療
課、都市整備課、学校教育課
及びスポーツ青少年課の超過
勤務手当を増額補正するもの。

政務活動費の不請求により、不
用額が発生したため、減額補正
するもの。

コピー機借上料について入札
による差金を減額補正するも
の。

庁舎5階書庫の可動書棚のス
トッパー及び可動ハンドル故障
等により修繕対応が必要となっ
たため、増額補正するもの。
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款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

（単位：千円）

説 明

3 障害者福祉支援 17,886 9,566 27,452 社 会 援 護 課

3 在宅障害者支援 1,014,600 96,288 1,110,888 社 会 援 護 課

3 障害者施設支援 28,888 1,026 29,914 社 会 援 護 課

3 障害者医療支援 192,103 42 192,145 社 会 援 護 課

3
権利擁護センター
（成年後見支援セン
ター）

10,569 1,680 12,249 社 会 援 護 課

3
在宅高齢者住宅支
援

27,428 2,116 29,544 長 寿 あ ん し ん 課

3 在宅介護支援 104,398 △ 10,478 93,920 長 寿 あ ん し ん 課

3 老人ホーム入所措置 3,224 △ 2,472 752 長 寿 あ ん し ん 課

3
総合福祉会館管理
運営

72,384 1,672 74,056 社 会 援 護 課

3
介護保険特別会計
繰出金

614,056 △ 848 613,208 長 寿 あ ん し ん 課

3 後期高齢者医療 476,495 △ 724 475,771 健康保険医療課

3
後期高齢者医療特
別会計繰出金

82,063 △ 355 81,708 健康保険医療課

障害者数の増加等により介護
給付・訓練等給付及び移動支
援事業のサービスが増加したた
め、増額補正するもの。

公用地へのグループホーム建
設に当たり、伐採抜根工事が必
要となったため、増額補正する
もの。

平成29年度より事務員に変更
があり、通勤単価が変更となっ
たため、増額補正するもの。

後見人等報酬経費助成の申請
者が増加しているため、増額補
正するもの。

平成30年度に行われる障害福
祉サービス等の報酬改定により
システムの改修が必要なため、
増額補正するもの。

低所得者向けサービス付き高
齢者住宅の拡充により、高齢者
支援住宅家賃助成を増額補正
するもの。

グループホーム等家賃助成に
ついては利用件数が当初見込
みを下回っているため、介護認
定訪問調査員については雇用
していない期間を減額補正する
もの。

施設の安全性確保のために修
繕すべき箇所等があるため、増
額補正するもの。

介護保険特別会計の事業費補
正に伴い、減額補正するもの。

老人ホーム等入所措置委託料
について利用件数が当初見込
みを下回っているため、減額補
正するもの。

広域連合へ納付する共通経費
負担金について、平成29年度
負担金額が決定したため、減額
補正するもの。

県より支出される保険料の軽減
額の3/4を補填する保険事業基
盤安定負担金の金額が確定し
たため、減額補正するもの。
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款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

（単位：千円）

説 明

3
乳幼児・子ども医療
費助成

340,126 12,660 352,786 ネ ウ ボ ラ 課

3
教育・保育給付費等
支給管理

8,988 4,536 13,524 保 育 サ ポ ー ト 課

3
みなみ保育園施設整
備

0 94,495 94,495 み な み 保 育 園

3
民間保育所等基盤
整備

137,126 204 137,330 保 育 施 設 課

3
幼稚園就園奨励費
等運営

156,966 1,055 158,021 保 育 サ ポ ー ト 課

3 生活保護 1,569,327 19,460 1,588,787 社 会 援 護 課

4 母子保健 115,200 400 115,600 ネ ウ ボ ラ 課

4 骨髄移植ドナー助成 280 280 560 健康保険医療課

8 道路維持 73,398 11,659 85,057 道 路 安 全 課

8 道路補修 173,440 20,401 193,841 道 路 安 全 課

子ども医療費が当初見込みより
増加しており、予算に不足が生
じるため、増額補正するもの。

［扶助費 住宅扶助］
住宅扶助受給世帯数増加によ
り増額補正するもの。
平成29年度当初
443世帯
平成29年度上半期平均
467世帯

みなみ保育園空調機器更新工
事を実施するため、追加計上す
るもの。

平成28年度に実施した家庭的
保育者等研修の実績が子ども・
子育て支援体制整備総合推進
事業費国庫補助金交付額に満
たなかったため、一部を返還す
るもの。

幼稚園児保護者補助金（市単
独）について、当初予算にて見
込んでいた利用人数より、申請
者数が増加したため、増額補正
するもの。

国の公定価格制度改正（処遇
改善等加算Ⅰ及びⅡの新設）
に伴う、子ども・子育て支援シス
テム改修費用として増額補正す
るもの。

労務単価の上昇に加え市民か
らの植樹剪定や除草の要望に
対応するため、増額補正するも
の。

労務単価の上昇に加え市民か
らの舗装修繕の要望に対応す
るため、増額補正するもの。ま
た、雨水管損傷による舗装陥没
箇所を早急に修繕するため、増
額補正するもの。

乳幼児健診で使用する器具を
滅菌する高圧蒸気滅菌器が故
障し、交換が必要となるため、
増額補正するもの。

骨髄移植ドナー助成費補助金
の当初予算額を執行したため、
新たに２名分を増額するもの。
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款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

（単位：千円）

説 明

8 道路整備 106,150 31,590 137,740 道 路 安 全 課

8 交通安全対策 40,409 △ 6,000 34,409 道 路 安 全 課

8 交通安全施設整備 25,476 △ 12,500 12,976 道 路 安 全 課

8 湧水・緑地保全 8,262 988 9,250 都 市 整 備 課

8 都市計画街路整備 0 25,834 25,834 都 市 整 備 課

10 教育振興業務 8,179 229 8,408 学 校 教 育 課

10 地域連携推進 1,074 60 1,134 学 校 教 育 課

10 教育扶助（中学校） 19,930 2,133 22,063 学 校 教 育 課

10
中央公民館施設整
備

0 22,985 22,985 中 央 公 民 館

地権者と合意形成に至った道
路拡幅用地の買収と併せて道
路拡幅工事に伴う設計業務委
託の発注を行う必要があるた
め、増額補正するもの。また、芝
宮橋架替工事において、追加
要望していた補助金を受けるこ
とが可能となったため、増額補
正するもの。

街路灯電気代の一括前払い契
約において、燃料費調整額によ
る電気料金の値下げにより、当
初の見込みを下回ったため、減
額補正するもの。

市民要望による道路照明灯設
置のため、増額補正するもの。
また、ＬＥＤ街路灯賃貸借にお
いて、入札差金が生じたため、
減額補正するもの。

上谷津ふれあいの森の用地取
得交渉を進めるにあたり、現地
測量を行う必要が生じたため、
増額補正するもの。

都市計画道路諏訪越四ツ木線
の用地を先行取得するため、追
加計上するもの。

新入学生徒学用品費の入学前
支給に伴う認定支給事務補助
により臨時職員を採用する必要
があるため、賃金及び通勤費を
増額補正するもの。

コミュニティ・スクール導入促進
に伴う学校運営協議会委員の
委嘱人数の増加及びコミュニ
ティ・スクール実施に伴い消耗
品を購入する必要が生じたた
め、増額補正するもの。

就学援助制度による新入学生
徒学用品費の入学前支給に伴
い、増額補正するもの。

空調機AC-2系統・AC-5系統
は、公民館開館当時から機器
の更新をしておらず、出力性能
が半分程度に低下し、さらに、
製造メーカーの補修部品供給
が終了していることから、公民館
利用者の安心・安全な環境を確
保するため、早期に空調機の更
新を実施する必要があるため、
追加計上するもの。

19



款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

（単位：千円）

説 明

10 体育施設整備 0 738 738 スポーツ青少年課

11 市債元金償還 1,483,657 38,924 1,522,581 財 政 課

11 市債利子償還 189,724 △ 50,805 138,919 財 政 課

運動場スコアボード時計の交換
を行うため、追加計上するもの。

元金償還額が確定したため、増
額補正するもの。

利子償還額が確定したため、減
額補正するもの。
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３　繰越明許費

４　地方債

（追加） (単位：千円)

（変更） (単位：千円)

起債の目的
補　正　前

限　度　額

（単位：千円）

補　正　後

起 債 の 目 的

みなみ保育園空調機器更新事業 70,800

款

都市計画道路予定地先行取得 25,000

限 度 額

２　児童福祉費

限　度　額

芝宮橋整備事業 18,200 27,700

項 事　業 金　額

中央公民館空調機器更新事業 16,700

３ 民生費
みなみ保育園施設整備
（空調機器更新工事）

94,495

１０　教育費

8 土木費 ３　都市計画費
アーバンアクア公園整備

（アーバンアクア公園管理棟建築工事）
100,500

４　社会教育費
中央公民館施設整備
（空調機器更新工事）

22,985
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１　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

10 過誤納還付金 7,000 2,000 9,000 収 納 課

11 予備費 40,000 △ 2,000 38,000 健康保険医療課

平成２９年度埼玉県和光市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

（　市長査定資料　）

予 算 現 額 8,479,174千円

補 正 額 0千円

補正後予算額 8,479,174千円

（単位：千円）

説 明

過誤納還付金が、当初予定より
増加することが見込まれるた
め、増額補正するもの。

過誤納還付金が不足し、財源
の組み替えを行うため、減額補
正するもの。

議案第７９号
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１　歳入

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2
保険基盤安定繰入
金

82,063 △ 355 81,708 健康保険医療課

２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

1 保険料等負担金 675,782 △ 355 675,427 健康保険医療課

平成２９年度埼玉県和光市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

（　市長査定資料　）

予 算 現 額 677,136千円

補 正 額 △ 355千円

補正後予算額 676,781千円

（単位：千円）

説 明

県より支出される保険基盤安定
事業負担金の金額が確定した
ため、減額補正するもの。

（単位：千円）

説 明

県より支出される保険基盤安定
事業負担金の金額が確定した
ため、減額補正するもの。

議案第８０号
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１　歳入

款 区 分 （ 細 節 ） 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

2
介護給付費負担金
（現年度分）

544,788 △ 3,169 541,619 長 寿 あ ん し ん 課

2
調整交付金（現年度
分）

30,262 △ 274 29,988 長 寿 あ ん し ん 課

2
総合事業調整交付
金（現年度分）

1,586 △ 156 1,430 長 寿 あ ん し ん 課

2

地域支援事業交付
金（介護予防・日常
生活支援総合事業
現年度分）

31,096 △ 3,059 28,037 長 寿 あ ん し ん 課

2
介護保険事業費補
助金（健康保険医療
課）

330 980 1,310 健康保険医療課

3
介護給付費交付金
（現年度分）

830,727 △ 7,518 823,209 長 寿 あ ん し ん 課

3
地域支援事業支援
交付金（現年度分）

43,534 △ 4,283 39,251 長 寿 あ ん し ん 課

4
介護給付費負担金
（現年度分）

419,447 △ 5,557 413,890 長 寿 あ ん し ん 課

4

地域支援事業交付
金（介護予防・日常
生活支援総合事業
現年度分）

19,435 △ 1,912 17,523 長 寿 あ ん し ん 課

6
介護給付費繰入金
（現年度分）

370,859 △ 3,356 367,503 長 寿 あ ん し ん 課

地域支援事業費の補正に伴
い、支払基金の法定負担分を
減額補正するもの。

介護給付費の補正に伴い、県
の法定負担分を減額補正する
もの。

地域支援事業費の補正に伴
い、県の法定負担分を減額補
正するもの。

介護給付費の補正に伴い、市
の法定負担分を減額補正する
もの。

平成２９年度埼玉県和光市介護保険特別会計補正予算（第２号）

（　市長査定資料　）

予 算 現 額 3,664,461千円

補 正 額 △ 25,796千円

補正後予算額 3,638,665千円

（単位：千円）

説 明

介護給付費の補正に伴い、国
の法定負担分を減額補正する
もの。

介護給付費の補正に伴い、国
の法定負担分を減額補正する
もの。

地域支援事業費の補正に伴
い、国の法定負担分を減額補
正するもの。

地域支援事業費の補正に伴
い、国の法定負担分を減額補
正するもの。

介護保険システム改修費の増
額に伴い、増額補正するもの。

介護給付費の補正に伴い、支
払基金の法定負担分を減額補
正するもの。

議案第８１号
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6
事務費繰入金（現年
度分）

195,412 4,420 199,832 長 寿 あ ん し ん 課

6

地域支援事業繰入
金（介護予防・日常
生活支援総合事業
現年度分）

19,435 △ 1,912 17,523 長 寿 あ ん し ん 課

２　歳出

款 事 業 名 称 補 正 前 補 正 額 補 正 後 所 管 課

1
介護保険システム改
修事業

2,454 5,400 7,854 健康保険医療課

2
地域密着型介護サー
ビス保険給付業務

766,977 18,565 785,542 長 寿 あ ん し ん 課

2
施設介護サービス保
険給付業務

891,500 △ 44,009 847,491 長 寿 あ ん し ん 課

2
居宅介護等福祉用
具購入保険給付業
務

2,678 976 3,654 長 寿 あ ん し ん 課

2
地域密着型介護予
防サービス保険給付
業務

11,135 △ 2,393 8,742 長 寿 あ ん し ん 課

2 審査支払業務 1,824 11 1,835 長 寿 あ ん し ん 課

5
介護予防・生活支援
サービス事業

126,588 △ 15,296 111,292 長 寿 あ ん し ん 課

9
介護給付費準備基
金積立

66,263 10,950 77,213 長 寿 あ ん し ん 課

訪問型サービス費については
当初見込みを上回ったため、増
額するもの。
通所型サービス費・送迎・配食
サービス費については当初見
込みを下回ったため、減額補正
するもの。

保険給付費・地域支援事業費
の補正に伴い、減額分を基金
に積み立てるため、増額補正す
るもの。

介護保険システム改修事業の
補正に伴い、市の法定負担分
を増額補正するもの。

地域支援事業費の補正に伴
い、市の法定負担分を減額補
正するもの。

（単位：千円）

利用件数が当初見込みを上
回っているため、増額補正する
もの。

説 明

平成30年4月の制度改正に対
応するため、介護保険システム
改修費を増額補正するもの。

当該サービスのうち定期巡回・
随時対応型訪問介護看護の利
用件数が伸びているため、増額
補正するもの。

施設の利用件数が当初見込み
を下回っているため、減額補正
するもの。

利用件数が当初見込みを下
回っているため、減額補正する
もの。

審査件数が当初見込みより伸
びているため、増額補正するも
の。
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１　繰越明許費

（単位：千円）

金　額

180,000

平成２９年度埼玉県和光市和光都市計画事業
和光市駅北口土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）

（　市長査定資料　）

予 算 現 額 1,152,293千円

補 正 額 0千円

補正後予算額 1,152,293千円

駅北口土地区画整理推進（駅北）
（建物移転等補償事業）

款

２ 区画整理事業費

項

１　 事業費

事　業

議案第８２号
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積  立  額 取　崩　額

1,057,901 26,235 1,031,666

0 0

105,494 105,494

268,714 268,714

148,275 148,275

205,859 205,859

0 0

35,869 35,869

1,822,112 0 26,235 1,795,877

5,000 5,000

475,107 475,107

5,000 5,000

122,175 10,950 133,125

5,000 5,000

612,282 10,950 0 623,232

2,434,394 10,950 26,235 2,419,109

合 計 1,697,000千円 1,522,581千円

一 般 会 計 1,148,700千円 1,522,581千円

駅北口土地区画整理事業特別会計 548,300千円 0千円

介 護 保 険 介 護 給 付 費 準 備 基 金

介 護 保 険 高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 等
一 部 負 担 金 に 係 る 資 金 貸 付 基 金

小 計

合 計

各会計の起債合計額及び地方債元金償還額

１ ２ 月 補 正 後
起 債 合 計 額

地 方 債 元 金 償 還 額

学 校 建 設 基 金

ま ち づ く り 基 金

小 計

国民健康保険高額療養費資金貸付基金

国民健康保険保険給付費等支払基金

国 民 健 康 保 険 出 産 費 資 金 貸 付 基 金

財 政 調 整 基 金

市 債 管 理 基 金

学 校 教 育 施 設 整 備 基 金

公 共 用 地 取 得 事 業 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

都 市 基 盤 整 備 基 金

一
般
会
計

特
別
会
計

会計
区分

補  正  前
現  在  高

（参考資料）

各基金の現在高表
（単位：千円）

基　　　金　　　名
積立及び取崩の状況 補  正  後

現  在  高
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